
１．基本情報
高専名

設置区分 学校種
都道府県 事業期間
改組内容

事業計画名

２．事業概要

３．情報系組織
情報系組織の設置・増員計画（赤字は事業対象組織）

事業開始時 事業終了時
0 80
0 80

高専全体の収容定員に占める情報系組織の収容定員の割合
学科

100.0%

令和8年5⽉申請時点

令和８年度⼤学・⾼専機能強化⽀援事業
（⽀援２︓⾼度情報専門⼈材の確保に向けた機能強化に係る⽀援）

【⾼度情報専門⼈材育成枠】事業概要

R11設置

　AI等の技術が急速に発展し、大きく社会が変化していく中、情報技術を活用し、社会に新しい価値を生み出す⼈材の育成が
喫緊の課題となっている。また、本市においては、知識創造型産業をはじめとする成⻑性のある分野の企業誘致を進めており、高
度な専門⼈材の需要は今後さらに高まっていく⾒込みである。このような状況を踏まえ、本市におけるさらなる都市の成⻑と⽣活の
質の向上、ひいては全国的な社会課題の解決や新たな価値の創造に貢献できる⾼度デジタル⼈材を育成するため、令和11年
４⽉に市⽴の⾼等専門学校を新設する。
　⼈材育成にあたっては、情報科学の確固たる基礎⼒を基盤に据えることに加えて、隣接する⼯業高校との連携による情報と「も
のづくり」を結びつける学び、自治体設置校である強みを活かし、福岡市全体を教育・研究フィールドとした実装を⾒据えた学び
を組み込んだカリキュラムを編成し、基礎⼒・応用⼒・実装⼒を兼ね備えた⼈材を育成する。

設置等後の
主な学位分野組織名 入学定員 設置・増員等時期

学科 ⼯学関係
80計

増分

増員前（R8.4.1時点）
増員後

福岡市⽴高等専門学校（仮称）の新設

情報⼯学科（仮称）

高専の新設

増員数

福岡市⽴高等専門学校（仮称）
公⽴
福岡県

高等専門学校
令和8年度〜令和13年度

 1 



福岡市立高等専門学校（仮称）の概要

基本情報

高専の新設改組内容

福岡県福岡市所在地

情報工学科（仮称）増員する情報系組織名

80人（R11）入学定員増数及び増員時期

福岡市立高等専門学校（仮称）の新設事業計画名

支援２ 高度情報専門人材の確保に向けた機能強化の構想について

令和８年度 高等専門学校 福岡市立高等専門学校（仮称）

情報分野に特化した福岡市立の高等専門学校を令和11年４月に開校予定

２キャンパスそれぞれの強みを活かした実践的な学び

Point

01

Point

02
地場企業をはじめ、高付加価値なビジネス分野・成長分野の企業で

即戦力として活躍できる人材を育成

（定員：80人/学年）

Point

03
市内中小企業のＤＸ推進など、地域・社会課題の解決を行うとともに、

高度な情報技術に関する教育・研究活動を社会へ還元

油山
キャンパス
（低学年）

市立工業高校の校舎等を活用

 ものづくり環境を活かした工業全般の基礎的な学び
 既存校舎・設備活用による効率的な学校運営

旧産学官連携施設を活用

 周辺の情報系企業等と連携した実践的な学び
 市関連施設と連携した課題解決型学習・アントレ教育

百道浜
キャンパス
（高学年）

IT人材不足・需給ギャップ

多くの産業において、理系人材やAI・
ロボット等利活用人材の不足が拡大

企業の集積に伴う専門人材の需要

成長性のある分野の企業集積が進んでおり、
今後も専門人材の需要が高まる見込み

社会や地域の課題・ニーズ

福岡市内におけるニーズ

市立中学校３年生への調査
約300人が受験したい、
約1,500人が選択肢に入れたい

市内企業への調査

400社以上が市立高専生の

採用意向あり

教育内容イメージ

大学等

博多工業高校

福岡市立高専

設備の共有

授業支援

市立小中学校
併 設

出前講座
研究成果還元

研究フィールド
将来の理系人材

 実習ﾌｨｰﾙﾄﾞ提供
 社会課題解決

高専⇔高校の双方向の支援

産学官連携の取組みなど

人材
供給

企 業

行政リソースの活用 市関連施設との連携

 講師・ﾒﾝﾀｰ派遣
 起業家との交流

教育
こども

福祉
医療

防災
観光

地場企業や成長分野の企業、
大学、官公庁への人材供給

大学ｶﾘｷｭﾗﾑ履修
教育ICTﾂｰﾙ開発

社員ﾘｽｷﾘﾝｸﾞ
ｲﾝﾀｰﾝ・共同研究

教育
研究

多様な学習フィールドの提供
様々な企業や関係機関との連携

 高校の設備等を活かした
ものづくり技術育成

 TT等による情報系授業の
支援、連携授業

市立学校の教育の質の向上

 AIやキャリア教育の
出前講座・体験授業

 教材開発・授業改善

 教材開発のための
研究材料の提供

女子生徒向けの体験型
イベントなど、理系人材
確保に向けた取組みを推進

時代や求められる人材像の変化に応じて、
学びの内容や人材育成方針を常にアップデート
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